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熊沢由美
はじめに
2008年8月に、インドネシアから約200名の看護師・介護福祉士候補者
が来日した。少子高齢化のもと、看護や介護といった分野は、需要が高ま
ることが見込まれていると同時に人手不足が懸念されている分野でもある。
外国からの労働者の受け入れについても、さまざまな形で議論されてきた。
後述するように看護と介護では在留資格において違いはあったものの、今
回のインドネシアからの労働者の受け入れは、どちらの分野でも初めての
本格的で大規模な受け入れとなった。
本稿では、彼らのうち介護福祉士候補者に焦点をあて、外国からの介護
労働者の受け入れについて考えてみたい。
本稿ではまず、外国人労働者の受け入れそのものについて確認する。日
本がこれまでどのような方針をとってきたのか、今回のインドネシアから
の看護師・介護福祉士候補者の受け入れがどのような手続きで行われたの
かを確認する。つぎに、日本の介護労働者に焦点をあて、介護福祉士の割
合や就労環境、必要とされる介護職員数の見通しなどを見ていく。そして、
すでに外国人介護労働者を受け入れている事例を紹介し、受け入れについ
て考えていく。
1.外国人労働者の受け入れ
ω 日本の入国管理政策
日本は、外国からの労働者の受け入れは基本的には行わない方針をとっ
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てきた。 1989年に出入国管理及び難民認定法(いわゆる「入管法J)が改
定され、 27の在留資格が定められた。在留資格は表1の通りである。
表1 在留資格
別表第一 外交、公用、教授、芸術、宗教、報道
別表第一の二 投資・経営、法律・会計業務、医療、研究、教育、技術、
人文知識・国際業務、企業内転勤、興行、技能
別表第一の三 文化活動、短期滞在
別表第一の四 留学、就学、研修、家族滞在
別表第一の五 特定活動
別表第二 永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者
※入国管理及び難民認定法より作成
こうした在留資格は、労働者ということで見ると「専門的Jr技術的J
な分野に限られている。つまり、いわゆる「単純労働者Jは受け入れない
方針ということである。
在留資格のうち、「医療Jには看護師が含まれている。ただし、該当す
る外国人がほとんどなく、実際にこの在留資格で入国・就労している医療
関係者を含めても、年間の新規入国者が10人にも満たない極めて制限的な
枠組みで、最近在留資格の基準が緩和されものの、一般市民が病院などで
外国人看護師からケアをうけるのとはほど遠い狭い枠組みにとどまってい
るという。 2
一応の受け入れの仕組みがあった看護にたいし、介護については受け入
れの仕組みが存在しなかった。介護は、在留資格に含まれていない。また、
日本には開発途上国の人材育成に貢献するための「外国人研修・技能実習
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生制度Jがあり、技能実習生については入管法とは別に対象となる63職種
116作業が決められている九介護はこの制度の対象にもなっていない。つ
まり、「専門的Jf技術的Jとしても、いわゆる「単純労働者Jとしても、
外国から介護労働者を受け入れる仕組みは存在しなかったのである。
ω 経済連携協定 (EPA)
今回のインドネシアからの介護労働者の受け入れは、日本とインドネシ
アとの間での経済連携協定 (EconomicPartnership Agreement、以下
fEPAJ)の締結により実現した。
介護分野では、 1990年代後半から外国人労働者の受け入れの議論が盛り
上がりを見せていた。代表的なものが、 1999年11月に発表された fアジ
ア経済再生ミッションJ報告書 (21世紀のアジアと共生する日本を目指し
て)である。少子化が注目を集めるようになるなかで、少子高齢化への対
応とグローパリゼーションの観点から、看護・介護の分野を含めて外国人
労働者の受け入れを積極的に進めるようとする提案や、示唆が見られるよ
うになっていく九
そうした流れの中で、日本とインドネシアの聞のEPAが締結された。
EPAとは、 2以上の固または地域の間で、自由貿易協定 (FreeTrade 
Agreement、以下 fFTAJ)の要素に加え、貿易以外の分野を含めた包括
的な協定である。 EPAとFTAの内容は図lの通りである。
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図1 EPAとFTA
自由貿易協定
(FTA: Free Trade勾reement) : 
特定の国や地域の聞で、物品の闇税や i
サービス貿易の障壁等巷削漉・撤鹿す
ることを目的とする協定。経済連携協定
の主要な内容の一つ。
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※出典:外務省経済局『日本の経済連携協定 (EPA)交渉ー現状と螺題一J2008年11月、p4
図1にあるように、 EPAには「人的交流の拡大Jが含まれている。イン
ドネシアとのEPAでは、「自然人の移動Jとして人的交流が盛り込まれて
おり、看護・介護分野の労働者を含めた「自然人の移動」が「附属書十J
に規定されている。
「附属書十(第七章関係) 自然人の移動に関する特定の約束
(中略)
第六節 目本国にある講師の機関との聞の個人的な契約に基づいて看護
師若しくは介護福祉士としてサービスの提供文はこれに関連す
る活動に従事するインドネシアの自然人J5
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また、図2からは、日本とフィリピンとのEPAがインドネシアよりも早
く、 2006年9月に署名されたことがわかる。フィリピンとのEPAにも看
護・介護分野の労働者の受け入れが盛り込まれており、最初の受け入れは
インドネシアではなくフィリピンになると考えられていた。しかし、フィ
リピンでは日本とのEPAの国会承認が遅れたため、インドネシアとのEPA
が先に発効することになった。インドネシアとのEPAの発効は2008年7
月で、フィリピンとのEPAは2008年12月11日に発効した。
(3) 受け入れの仕組み
前述の「附属書十Jによれば、インドネシア人介護労働者は以下のよう
な条件で日本での滞在が認められている。
r2 次の(a)から(d)までの要件を満たすインドネシアの自然人について
は、一年間(この期間は、更新することができる。ただし、更新は、その
都度一年間ずっとし、かつ、三回を超えてはならない。)、入国及び一時的
な滞在が許可される。
(a)次の(i)から(箇)までのいずれかに該当する者であること。
( i )インドネシアにある大学の看護学部を卒業した者
(日)インドネシアにある看護専門学校から修了証書Eを取得した者
(温)インドネシアにある他のいずれかの専門学校又は大学から修了証
書E又はそれ以上の学位を取得しており、かつ、第九十六条(c)の規程
に基づき自然人の移動に関する小委員会により採択される指針に基づ
く適当な研修の修了後、インドネシアの法令に従い、インドネシア政
府により必要な技術を有する介護福祉士としての資格を与えられた者
(b)インドネシア政府より指名され、及び日本国政府に対し通報された者
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であること。
(c)日本国政府が指定する日に日本国に入国しようとする者であること。
(d)日本における一時的な滞在の聞に、日本国の法令に基づいて「介護福
祉士Jとしての資格を取得することを目的とする次のいずれかの活動
に従事しようとする者であること。
( i )日本語の語学研修を含む六箇月間の研修の課程を履修する活動
(益)(i )に規定する研修の修了後の、介護施設における「介護福祉士J
の監督の下での研修を通じた必要な知識及び技術を修得する活動
ただし、これらの活動については、日本国の法令に基づいて介護施設
を設立している日本国にある公私の機関(中略)との聞の個人的な契
約に基づいて行われることを条件とする。J6
もっとも特徴的なことは、 円d)Jにある介護福祉士の資格にかんする点
である。単純に介護労働に従事する人材を受け入れるのではなく、介護福
祉士の資格を取得しようとする人材を受け入れるということである。イン
ドネシア人介護労働者の就労は、あくまでも資格取得のための研修と位置
づけられている。国家試験の受験までを分かりやすくまとめたものが図3
である。
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図3 看護師・介護福祉士の資格取得までの流れ
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図3のように、入国したインドネシア人介護労働者は、 まず6ヶ月間の
日本語研修を受ける。その後、個別に契約した介護施設で就労する。 1年
ごとに更新しながら 3年間就労(研修) したのち、 4年目に介護福祉士の
国家試験を受験する。合格すれば、そのまま介護福祉士として就労し続け
ることが可能になる。資格取得後の在留期間の上限は3年であるが、更新
回数の制限はない。ただし、国家試験に不合格で介護福祉士の資格を取得
できなかった場合は、帰国しなければならない。
以上が受け入れの流れであるが、 この他の特徴をまとめると、以下のよ
うな点があげられる。看護師の資格など、介護福祉士候補者となるには厳
しい条件が付されていること、今回の受け入れは介護施設に限られ、イン
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ドネシア人の介護福祉士候補者は在宅サービスには従事しないこと、であ
る。また、受け入れ施設とインドネシア人との契約は雇用契約であり、施
設はインドネシア人にたいして日本人と同等以上の報酬を支払う必要があ
るほか、日本の労働関係法令や社会保険が適用される。受け入れ枠として
は、当初2年間で介護福祉士候補者は600人を上限としている。
なお、インドネシア人の就労のあっせんは、日本・インドネシアともに
窓口を一つに限定する。日本では国際厚生事業団 (JICWELS)が担当する。
詳細は、図4の通りである。
図4 インドネシア人就労のあっせんのイメージ
日本 インドネシア
インドネシア海外労
働者派遣・保越庁
(NBPPIW) 
情報交換
マッチングの実施
※出典:厚生労働省 (2008a)、03をもとに作成.
(4) 受け入れの進捗状況
2008年5月19日から6月1日にかけて、国際厚生事業団は看護師・介
護福祉土候補者を受け入れ希望施設を募集した。受け入れに名乗りをあげ
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た福祉施設は107であった九また、国際厚生事業団はインドネシアのジャ
カルタで6月21日までに看護師・介護福祉士候補者の面接をおこなった。
介護福祉土の候補者として内定したのは131名となった九受け入れ希望施
設と看護師・介護福祉士候補者とのマッチング作業は7月18日に終了し、
介護福祉士候補者114人の受け入れが成立した。マッチングの対象となっ
た介護福祉土候補者は124人、求人は281人で、候補者の約9割の採用が
決まったことになる九しかし、設定されていた上限の300人(当初2年間
で600人)にたいしては、半数にも達しなかった。
8月7日に、 104人の看護師候補者とともに、 101人の介護福祉士候補
者が来日したへ東京、大阪、名古屋など5カ所の研修施設で6ヶ月間の
日本語研修を受けた後、各地の施設で就労する。東北では、看護師・介護
福祉士候補者をそれぞれ4名受け入れる。介護福祉士候補者を受け入れる
のは青森県むつ市の施設と秋田県湯沢市の施設で、それぞれ2名受け入れ
ることになっているヘ
2.受け入れについての見解
(1) 厚生労働省の見解
今回のEPAによる介護労働者の受け入れが、今後どのように展開するの
であろうか。それを探るために、厚生労働省が外国からの介護労働者の受
け入れについて、どのように考えているのかを確認したい。ここでは、外
国人介護福祉士の就労を可能にする「規制緩和Jの要望にたいする厚生労
働省の回答として、規制改革要望集中受付期間12の対応を取り上げ、厚生
労働省の見解をみていく。
フィリピンとのEPAが準備されていた当時、外国人の介護分野での就労
や在留資格の整備について要望が出されている。それらにたいする厚生労
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働省の見解は、 EPAがすでに実質合意に達している13にもかかわらず、非
常に慎重である。
「平成16年11月受付関係Jに介護福祉士と訪問介護員についての要望が
出されている。ここでは、介護福祉士について見ていく。三井物産株式会
社ほか4社から出されたもので、フィリピンとのEPAの交渉をふまえ、フィ
リピンにおいて所定の介護士養成所を卒業した者などに日本の介護福祉土
の受験資格を認めるよう要望したものである。これにたいし、厚生労働省
はEPAの受け入れ条件をあげ、「介護福祉土は、我が国において日本国民
を対象として介護業務を行う者に係る国家資格であり、フィリピンにおけ
る教育・実務経験のみにより国家試験の受験資格を与えることは適当でな
いと考えているJ14とし、介護福祉士の受験資格を与えることにも慎重であ
る。
こうした、「日本国民を対象として介護業務を行うJ専門性については、
「平成17年6月受付関係Jでも言及され、外国での隣接職種の資格につい
ても介護福祉士と同等の専門性を認めることはできないとしている。さら
に、外国人の介護福祉士資格取得者の受け入れについても、「諸外国との
経済連携協定交渉を進めていく過程で、交渉相手国から介護労働力の受け
入れ要望があった場合、経済連携協定促進の観点から、我が国の介護福祉
士資格取得者など一定の要件のもとに受け入れることをJ検討するとして
おり、「経済連携協定の枠組みとは別に実施すること」は、「我が国の労働
市場への悪影響等を及ぼJすなどの問題が生じるおそれがあることから、
適当でないとするヘ同様に、「平成17年11月受付関係Jにおいても、経
済連携協定の枠組みの中のみでの検討の可能性に言及しているヘ
こうして、経済連携協定で介護福祉士候補者の受け入れを認めたことは、
介護労働者一般の受け入れにはつながらないという見解を、厚生労働省は
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くり返し示している。「平成18年6月受付関係」では、介護福祉士が業務
独占ではなく「実態上、資格を有しない者と同一の労働市場を形成してい
るため、日本人介護労働者と競合、代替するなどの悪影響を及ぼすおそれ
があるJとし、「専門的・技術的分野Jとして「外国人を積極的に受け入
れるべき分野には該当しない」とする。その上で、フィリピンとのEPAに
ついては「経済連携協定促進の観点から、一定の枠組みを作った上で特例
的に我が国での就労を認めることとしたものJとして、あくまでも特例的
なものであるとするヘ
この見解にたいしては、「こうした現場認識は、日本経団連(この要望
の要望者一引用者)がこれまで介護事業者等から聴取してきた人材供給不
足を訴える切実な声と相容れない」などとして、再検討が要求された。ま
た、「定量的なデータに裏打ちされた介護労働市場の今後の動態シミュレー
ションを提示した上で、将来のわが国介護福祉が現状のままで持続可能か
否か、行政の責任において明示すべきJと求めた。これにたいし、厚生労
働省は「介護労働者の需給の大まかな見通しについては、介護労働者数は
2004年において約100万人となっており、介護労働者の需要については、
2014年に要介護者数、介護保険利用者数、後期高齢者数の増加と同様に伸
びるとすると、 138--156万人程度(年間4--5万人程度の増加)となる。
介護労働者の供給については、学卒者、有資格者で就労していない者、定
着促進を考えると、 170万人(年間7万人程度増)は可能である。したがっ
て、介護労働者については、将来的にも不足しないと考えている」との見
解を示したへ
こうした厚生労働省の見解は「平成18年11月受付関係」ではますます強
まり、「外国人介護福祉士の我が国での就労については(中略)認められ
ない。J19とする。その理由として、以下の三点をあげている。
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「①介護分野は介護福祉士の資格がなくとも就労できる分野であり、資格
者・無資格者の区別なく同一の労働市場を形成しているため、外国人
介護福祉土を受け入れることは、日本人介護福祉士だけでなく、日本
人介護労働者全体との競合・代替が生じること。
②将来的にも、圏内の供給余力が常に労働力需要を上回ることが見込ま
れる中、外国人介護福祉士を受け入れることは、この分野への就労希
望の多い若者、女性等の雇用機会の喪失、日本人介護労働者の労働条
件の低下などの悪影響が大きいこと。
③介護分野において低労働条件が固定化すれば、介護サービスの質的向
上を阻害すること。J20 
この見解へも「平成18年6月受付関係」と同様の再要求が出された。そ
れにたいしても、厚生労働省は「一部地域や事業所での人手不足感につい
ては、労働条件や就業形態など、雇用管理上の問題から定着率が低いこと
により、常態的に求人募集を行わざるを得ないことが背景にあると考えら
れる。これについては、雇用管理の改善等、サービスの質の確保・向上と
両立した形で対応すべき。Jとし、「平成18年6月受付関係Jと同様のデー
タを示して、介護労働者は将来的に不足しないとして、あらためて、外国
人介護福祉士・ホームヘルパーを受け入れることは認められないとした。21
これらからわかることは、今回の介護福祉士候補者の受け入れは、あく
までEPAの促進のためのものであるという厚生労働省の見解である。今回
の受け入れは、介護労働の質的な面からも量的な面からも、一般的な介護
労働者の受け入れとは区別すべきもののようである。あくまで、 EPAの相
手国から求められたため、 EPAの促進のために特例的におこなうものであ
るとの見解である。
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(2) 日本介護福祉士会の見解
厚生労働省の見解を見ていくなかで、施設の経営者側など、現場からは
外国からの介護労働者の受け入れを積極的に考えているところがあること
がわかる。では、開業者である介護福祉士はどのように考えているのであ
ろうか。ここでは、介護福祉士の当事者団体である社団法人日本介護福祉
士会(以下、「日本介護福祉士会J)の見解を見ていく。
日本介護福祉士会は、外国からの介護労働者の受け入れには反対の意見
である。
2005年に発表された意見によれば、「わが国における介護福祉サービス
の現場の現状、および労働力に着目しても、介護福祉従事者の置かれたさ
まざまな労働条件を含めた状況から見て、にわかに外国人介護労働者の受
け入れをおこなうことは、介護全般に渡る条件整備が行われていないこと
に鑑み反対である。Jとする。ただし、受け入れを完全に否定するという
ことではなく、「選択肢としての外国人介護労働力の導入に反対するもの
ではないJとしながら「優先順位からするなら、外国人介護労働者の優先
性は上位に位置しないJとする意見であるヘ
なぜ、外国人労働者の受け入れを優先的に考えるべきではないのか、何
を優先的に考えるべきなのか。日本介護福祉士会は、早急に取り組まなく
てはならないことは介護労働力をめぐる条件整備とし、さらにそれが、外
国人介護労働者のスムーズな導入にもつながるとしている。多くの介護職
員が熱意をもって働いているものの、労働・雇用条件が不安定で、多くの
未就労者や離職者を生み出している現状を問題視し、賃金をはじめとする
処遇向上をはかり、介護労働がディセントワークとなるよう、職業として
の魅力が高まるよう支援すべきというのである。こうした条件を整備せず
に、外国から介護労働者を受け入れることに、批判的である。ほかの国の
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人材を安易に費消するということでILOの近年の理念に反する、安易に導
入することは国際社会で正義に反するというへ
このほかにも、今回の受け入れについては、以下のような点でも批判的
である。受け入れの背景にある「少子化Jは、介護分野のみならず、日本
の経済全般にかかわる問題で、あえて介護分野に特出すべき問題ではない
こと、また、介護は利用者の文化・生活習慣などを含めた尊厳に根ざした
全人的ケアであり、十分な研修を必要とすることなどをあげている。
2008年4月には、日本介護福祉士会の石橋真二会長があらためてインド
ネシアからの介護労働者の受け入れに反対意見を述べている。「報酬を上
げてやりがいのある職場にすれば、圏内で人手は確保できるj という。ま
た、「認知症や障害がありコミュニケーションが取れない人のしぐさや動
作から、その人の意図をくみ取って介護に当たることができるだろうかJ
という不安も口にしている21
(3) 受け入れにたいする世論
外国からの介護労働者の受け入れについて、一般的にはどのように考え
ている人が多いのであろうか。ここでは、 2004年8月に財団法人経済広報
センターが発表した『外国人労働者の受け入れに関するアンケート結果報
告書』から「看護・介護分野の受け入れについて」の結果を紹介する。こ
の調査は2004年7月に行われたもので、全国から3，625人の有効回答を得
ている。
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図5 看護 ・介護分野の受け入れについての意見(男女別)
唇忌ロどちらかと言えば賛成ロどち些型反対ロ旦旦わか三日
全体
男性
女性
0% 10首 20首 30% 40首 50首 60% 70覧 80% 90喝 100覧
注 r経済連機協定 (EPA)の交渉において、点点アジア各国から否護 ・介護分野の受け入れ
の~S'lがありますがどのように思いますか. J への回答. (図20-22)
出典:同~p31.
全体としては「賛成Jが18%、「どちらかと言えば賛成Jをあわせると
59%が賛成である。男女別でいうと、男性の方が 「賛成J、「どちらかと言
えば賛成」の割合が高い。女性でも、「賛成j rどちらかと言えば賛成Jを
あわせると52%となり、半数を超える。
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図6 看護 ・介能分野の受け入れについての意見(年齢別)
|・賛成口どちらかと言えば賛成図どちらかと言えば反対ロ反対ロわからない |
全体
29歳以下
30歳代
40歳代
50歳代
60歳以上
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60首 70% 80% 90% 100首
1.lIJ14・同占p32.
年齢別では、「賛成Jの割合がもっとも高いのは60歳以上であり、「どち
らかと言えば賛成」をあわせると63%となる。「賛成Jrどちらかと言えば
賛成j をあわせた割合がもっとも低いのは30歳代であるが、それでも56%
と半数を超えている。
76 
図7 若髄 ・介護分野の受け入れについての意見(地域別)
1・賛成 ロどちらかと言えば賛成ロどちらかと言えば反対ロ反対 ロわからない|
全体
北海道
東北
関東
北陸・甲信越
東海
近後
中国・四国
九州・沖縄
0目 10弘 20% 30弛 40% 50也 60首 70% 80目 90% 100唱
山J14:向。p34.
地域別では、「賛成j の割合がもっとも高いのは|剣点であり、「どちらか
と言えば賛成Jをあわせると64%となる。北陸 ・甲信越と中国 ・四国で
「賛成Jrどちらかと言えば賛成j がわずかに50%を超えないものの、ほと
んどの地域で半数を超えている。
以上、 新議 ・介謹分野の労働者の受け入れについては、半数以上の人が
「賛成」か「どちらかと言えば賛成j と答えていることがわかる。では、
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どのような労働者であればよいのであろうか。図8と図9は 「賛成Jrど
ちらかと言えば賛成Jと回答した人(有効回答数2.140人)に技能資格要
件と日本語能力について尋ねたものである。
図8 技能資格要件についての意見 (男女別)
日本の技能資絡を
要する
相手国における技能
資格を有していれば、
日本の技能資格要件
についてはこだわら
ない
わからない
出典:向者p35.
O覧 10首 20覧 30首 40% 50覧 60" 70" 80百 90覧
図9 日本語についての意見(男女別)
日本語能力が必要で
ある
日本語能力は必婆
ない
わからない
山県:問，IFp39.
0百 10覧 20覧 30首 40首 50% 60覧 70" 80弛 90覧 100首
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日本の技能資格を要すること、日本語能力が必要であるとする回答が圧
倒的に多いことがわかる。
このアンケート調査を見るかぎり、日本の技能資格をもち、日本語能力
がある労働者であれば受け入れてもよい、と考える人が多いと思われる。
3. 日本の介護労働者の実態
実際のところ、介護労働者の実態はどのようになっているのだろうか。
厚生労働省の見解や関係者の要望、日本介護福祉士会の見解においては、
受け入れへの意見は異なるものの、日本の介護労働者が厳しい労働環境に
おかれており、離職率が高いことなどは共通の認識であった。介護分野が
厳しい労働環境にあるのであれば、少子高齢化のもとで労働力人口そのも
のが減少していくなかでは労働者を確保することは難しいと考えざるをえ
ない。そこで、いくつかの資料をもとに、介護労働者の実態、とくに今回
のEPAと重なる、施設で働く介護労働者を中心に実態を見ていきたい。
。) r介護労働者の確保・定着等に関する研究会』参考資料に見る介護
労働者の実態
まず、厚生労働省が2008年7月に発表した「介護労働者の確保・定着等
に関する研究会【中間取りまとめ】 Jの参考資料から介護労働者の実態を
見ていきたい25。
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図10 男女比(調査時点 :平成19年7月)
ホームヘル/~ー
福祉施依介護員
全産業
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図10からは、福祉施設介髄品、ホームヘルパーとも女性の比率が高いこ
とがわかる。厚生労働省の見解にもあったように、介護労働は女性が多く
参入している。
図11 平均年齢(調査時点 :平成19年7月)
ホームヘ)(.，/¥ー
女領祉施訟介護員
全産業
ホー ムヘル/¥ー
男福祉施設介護員
全産業
T T 寸 T T 7 
45.3 
36 
歳
o 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 
図11は平均年齢をグラフにしたもので、女性・ホームヘルパー以外は、
全産業と比較して平均年齢が低いものが多い。男女ともとくに福祉施設介
護只が低く、男性は全産業より約10歳も低いことがわかる。また、女性 ・
ホームヘルパーの平均年齢は逆に全産業より も高いことも、特徴的である。
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図12 勤続年数(調査時点:平成19年7月)
8.7 
jk 。 2 4 6 8 10 
図12は平均勤続年数をグラフにした者で、全産業に比較すると、福祉施
設介護員もホームへルパーも勤続年数が短いことがわかる。とくに男性の
勤続年数は短く、いずれの職種も全産業にくらべて10年近く短くなってい
る。なお、図10で平均年齢のもっとも高かった女性 ・ホームヘルパーの勤
続年数は長いわけではない。したがって、女性 ・ホームへルパーには、あ
る程度年齢がl旬くなってからの参入が相当あると考えられる。
図13 きまって支給する現金給与額(調査時点:平成19年7月)
女福祉施鮫介綾員
241.7 
男
374.4 
-→万円
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図13はきまって支給する現金給与額をグラフにしたもので、全産業に比
較すると、福祉施設介護員もホームヘルパーも現金給与は低いことがわか
る。とくに、男性の現金給与は、全産業にくらべると大幅に低い。男性の
平均年齢の低さ、勤続年数の短さがあるにしても、大きな差である。この
ような現金給与の差が、若いうちに、勤続年数の短いうちに辞めざるをえ
ない理由となっているとも考えるべきであろう。このように男性の給与が
低いことから、全産業にくらべると男女の現金給与の差が少ないこともま
た特徴的である。
以上、全産業の平均と比較して、介護労働者の特徴をまとめると、以下
のようになる。第一に女性労働者の比率がかなり高い。第二に平均年齢が
低めで、とくに男性・福祉施設介護員が低い。ただし、女性・ホームヘル
パーは平均年齢が高い。第三に勤続年数が短い。とくに男性が短い。第四
にきまって支給する現金給与額が低い。とくに男性が低い。全体として見
ると、介護労働者は男女の差があまりなく、男性は全産業の平均を大きく
下回っていることが多い。
このような職場で、介護労働者は十分に確保できているのであろうか。
次に、有効求人倍率を見ていく。
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図14 有効求人倍率の推移
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--. 一介護関係職種常用的パートタイム
._..一介護関係職種常用(含パート)
一-・---全職業常用(除パー ト)
平成18年度 平成19年度
• . ・.介麓関係職種常用(除パート)
---・---全職業常用的パー トタイム
ー-・一全職業常用(除パート)
図14は、「介護関係職種」と「全職業Jについて、有効求人倍率の推移
を見たものである。パートタイムを含む「常用」と除いた「常用」、パー
トタイムのみで分けている。平成19年度の「介護関係職種Jのみ数値を入
れた。平成19年度について見ると、いずれも『全職業Jにくらべて高いこ
とがわかる。とくに、「常用的パートタイム」は高い水準で推移している。
「常用(除パート)Jつまり正社員の有効求人倍率も近年は急速に高まって
おり、1.53倍に達している。
なお、「介護関連職種(含パート)Jは沖縄県の0.78倍から東京都・愛知
県の3.52倍まで差があり、有効求人倍率がかなり高い地域もあることがわ
かる。介護関連職種は全体的に人手不足で、地域によってはかなり深刻な
状況であると言える。
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(泊 「介護労働者緒就業実態と就業意識調査」に見る介護労働者の実態
ここからは、財団法人介護労働安定センターの「平成19年度介護労働実
態調査Jのうち「介護労働者の就業実態と就業意識調査」をもとに、介護
労働者の賃金や就労時間など、労働環境や労働条件に焦点をあてて介能労
働者の実態を見ていく。この調査に回答した介護労働者のうち、「介護職
員」を主に取り上げていきたい。「介讃職員Jは「訪問介護以外の介護保
険法の指定介護事業所で働き、直接介護を行う人J26で、今回のインドネシ
アから受け入れる介護福祉士候補者と重なる部分である。なお、回答した
「介護職員Jは女性77.3%、男性22.3%、平均年齢38.4歳である。図15に
あるように、正社員が6割以上を占めている。
図15 就業形態
全体
介護軍提員
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80覧 90覧 100%
図16 勤続年数
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.1年未満 四 1，年以上2年未満 ロ2年以上3年未満 ロ3年以上4年未満
図4年以上5年未満 ロ5年以上10年未満図 10年以上15年未満・ 15年以上20年未満
ロ20年以上 ロ無回答
8.1 
図16は、勤続年数によって分類したグラフである。前述のとおり介諮職
員の平均勤続年数が短いが、その内訳では勤続年数5年以上10年未満の割
合がもっとも高い。しかし、勤続年数5年未満の合計が50%を超えており、
勤続年数の短い職員が多いことが確認できる。なぜこのように勤続年数の
短い職員が多いのであろうか。以下の調査も参考にして考えてみたい。
図17 介護関係の仕事の継続意志について
|| 
全体-//
正社員
非正社員
O首 10首 20覧 30覧 40% 50首 60首 70% 80首 90百 100覧
-半年程度 図 1-2年程度 ロ3-5年程度 ロ6-10年程度
ロ働き続けられるかぎり 図わからない ・無回答
図17は介護関係の仕事を継続する意志についての回答で、正社員、非正
社員にかかわらず、「働き続けられるかぎりJがもっとも割合が高く、ほ
ぽ半数である。多くの人が継続を望んでいることがわかる。では、なぜ、
勤続年数が短いものが多いのか。現在、介護を仕事にしている人の悩みな
どを参考に考えてみる。
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表2 労働条件等の悩み、不安、不満等(複数回答)
全 体 施股系(入所型) 訪 問 系
仕事内容のわり 49.4% 仕事内容のわりに賃 61. 6% 仕事内容のわりに賃 4. 2% 
に賃金が低い 金が低い 金が低い
業務に対する社 38.4% 夜間や深夜時間帯に 47. 5% 業務に対する社会的 41. 0% I 
会的評価が低い 何か起きるのではな 評価が低い
いかと不安がある
精神的にきつい 35. 7% 健康面の不安がある 4. 6% 精神的にきつい 37.1% 
健康面の不安がある 35.0% 休憩がとりにくい 41. 4% 健康面の不安がある 32.3% 
休憩がとりにくい 34.3% 業務に対する社会的 40.9% 休暇が少ない・休暇 29. 7% 
評価が低い が取りにくい
」
表2は、現在の労働条件や仕事についての悩み、不安、不満などを複数
回答で答えたもので、上位5位を表にしたものである。比較のために、
「訪問系」も載せている。ここで明らかなことは、「仕事のわりに賃金が低
いJという回答がもっとも多いことである。とくに、「施設系(入所型)J
では、 60%を超える人が感じていることがわかる。ここから、賃金の水準
が仕事を継続する上でも一つの大きな問題であることがうかがえる。
また、「施設系(入所型)Jの場合は、上位5位すべてが40%を超えてい
る。多くの人が業務や健康面などさまざまな悩み、不安、不満を抱えなが
ら働いていることがわかる。
賃金については、すでに厚生労働省の資料で確認しているが、さらに、
介護労働安定センターの調査でも確認したい。とくに賃金への不満が多い
「施設(入所系)Jは「介護職員」と重なりが大きいと考えられることから、
正社員に多い27月給の水準を見ていきたい。
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図18 通常月の税込み月収
全体 <'///// ，/ J/~/ 
介護職員
0弛 10首 20百 30弘 40覧 50弛 60% 70% 80弛 90% 100百
.10万円未満 ロ10万円以上15万円未満口 15万円以上18万円未満
ロ18万円以上20万円未満 図20万円以上25万円朱満 ・25万円以上30万円未満
図18は税込み月収をグラフにしたものである。平均は、 全体179.0千円、
「介護職口J165.8千円となっている。「介護職員Jでは18万円以上20万円
未満の割合が高い。しかし、 15万円未満の合計が33.0%と約3分の lであ
り、 20万円未満の合計も67.1%と7割近くに達する。やはり、賃金の水準
は高いとはいえず、「仕事内容のわりに一.Jと感じる人が多くても不思議
はない。
前述のように、インドネシア人の介護福祉士候補者が介護施設で働く場
合、日本人と同等の賃金が約束されている。実際の契約では、月給の基本
給の最低額が12万円、最高額が19万7550円、平均額が16万1000円となっ
ている汽 平均額は「介趨職員」とほぼ同水準ではあるものの、若干低め
の印象である。やはり、日本人介護労働者の賃金や就労へ影響を及ぼす可
能性は否定できないように思われる。
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表3 一週間に働いた平均時間数 (%) 
一週間に働いた時間 平均 平均
15以上 30以上 35以上 40以上 45以上 時間 日数
15未満 50以上 無回答
30未満 35未満 40未満 45未満 50未満 (時間)
全 体 7.0 12.4 6.4 7.5 38.4 13.8 11. 7 2.7 37. 5 5.0 
正社員 3.0 2.5 4. 2 7.0 47. 1 17.8 15.9 2.6 40.8 
非正社員 14. 7 31. 7 10. 7 8.4 21. 8 6.2 3.8 2.6 28.3 4. 
表4 全産業と、非農林業の一般常雇・臨時雇の週間就業時間 (%) 
週間就業時間 平均週間就労
1--14 15--29 30-34 35....39 40--48 49-59 60以上 不詳 時間(時間)
全産業 5.8 14. 1 10.7 7.9 38.4 12.7 9.8 O. 5 39. 9 
一般常雇 2. 8 10.2 10.8 8.5 44.0 13.6 9.7 0.3 41. 8 
臨時雇 16.2 38. 1 13.2 6.3 20.4 3. 9 1.7 O. 2 27.9 
出典:総務省統計局労働力調査 (2007年9月)の結果を基に作成。
表3は一週間に働いた平均の時間数で、表4のほぼ同じ調査時期の労働
力調査による週間就業時間にあわせて時間区分をまとめている。表3r全
体Jと表4 r全産業Jを比較すると、介護労働者は就労時間の長い労働者
が少なめであり、平均時間も短い。表3 r正社員Jと表4 r一般常雇J、
表3r非正社員Jと表4 r臨時雇Jは、定義が異なるため厳密な比較はで
きないが、ここからも介護労働者の労働時聞はそれほど長いわけではない
ということが推測される。したがって、労働時間そのものが長いというよ
りは、仕事内容や心理的負荷と係わって仕事の「きっさ」が生じてくるも
のと考えられる。しかし、表3 r正社員Jについては、週50時間以上働く
介護労働者が15%以上いることにも、注目したい。入所者がいる限り、人
手不足を理由に介護をしないというわけにはいかない。人手不足を正社員
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が長時間労働することによって補う、といったケースも多数存在するとい
うことであろう。
(3) r事業所における介護労働実態調査Jに見る介護労働者の実態
ここでは、介護労働安定センターの「平成19年度介護労働実態調査Jの
うち「事業所における介護労働実態調査」をもとに、離職に焦点をあてて
介護労働者の実態を見ていく。
表5 1年間の採用率・離職率 (%) 
離職者のうち
勤務年数が
採用率 離職率 相加率 l年未満 1年以上
の者 3年未満
の者
2職種合計
27.4 21. 6 5.8 39.0 35. 7 
(訪問介鰻員・介護職員)
訪問介護員 19.0 16.9 2. 1 29.6 38.1 
職種別
介護職員 34.0 25.3 8.7 43.9 34.4 
正社員 26.6 20.0 6. 6 34.8 39.5 
就業形態別
非正社員 28.0 22.8 5. 2 41. 6 3. 2 
常勤労働者 41. 0 30. 3 10.6 46. 9 36. 7 
短時間労働者 23.9 20.4 3.5 39. 1 33.2 
」 L__ 
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表6 全産業平均の入職率と離職率 (%) 
入総率 離職務 入脱超過滋
常用労働者 15.9 15.1[ 。目 5
一般労働者 12.5 12.2 O. 3 
パートタイム労働If 26. 7 25. 9 0.8 
注 r入聡超過弔Jとは、 「人脇市~餓聡率Jで、プラスであれば入峨超過、マイナスであれ
ぱ隊~\t起過を表す.
山県 :11(:生労働省ドIlIJ~19年府川抑'Jlí" 測:l!l:結果の概~J を必lこ-1'1:'1&
表5と表6をくらべると、介護労働者の離臓率の高さがよくわかる。表
5 r 2職種合計Jと表6 r常用労働者J、表5 r正社員Jと表6 r一般労
働者j、表5r非正社員Jと表6 rパートタイム労働者Jを比較すると、
いずれも表5の介護労働音の離職率のほうが高いことがわかる。表5r介
護職員Jの離職率は25.3%と高く、表6r常用労働背Jとくらべると約10
ポイントも高い。
また、表5で離職した人の勤続年数を見ると、 3年未満で離職する人が
多いこともわかる。「介捜職員Jの43.9%がl年未満で離職していて、 3 
年未満で自臣服する人の割合は78.3%にも遥する。実に、 8割近くの人が3
年未満という短いJ@UJに出削除しているのである。
図19 離職率階級別にみた事業所の割合
0覧 10見 20% 30% 40% 50% 60% 70" 80% 90% 100% 
.10%未満 図 10%-15%未満ロ 15%-20%未満
ロ20%-25%未満 図 25%-30%未済 ロ30%以上
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図19は、 3.367カ所の事業所を、離職率によって分類したグラフである。
表3で見た離職率の高さが反映されており、離職率が30%を超える事業所
が28.9%もある。職員の3割以上が離職するということであり、事業所と
しては相当に難しい運営をしいられていると思われる。ただ、もっとも割
合が高いのは10%未満の事業所であり、他方では定着率の高い事業所も多
く存在することがわかる。
以上、日本の介護労働者の実態をさぐってきた。そこからは、前述の厚
生労働省が言う「労働条件や就業形態など、雇用管理上の問題から定着率
が低い」という状況がより具体的なものとして確認できたように思われる。
少子高齢化で労働力人口の減少が予想されるなかで、このような「介護J
という仕事では労働者を確保できるのであろうか。今後の見通しも含めて、
もう一つ資料を提供したい。
(4) r ~社会福祉事業に従事する者の確保を図るための措置に関する基
本的な方針』の見直しについてJに見る介護労働者の実態
ここでは、 2007年8月に発表された r社会福祉事業に従事する者の確
保を図るための措置に関する基本的な方針』の見直しについてJの参考資
料から、おもに介護福祉士についての現状を示していきたい29。
図20 介護職員数の推移
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平成12年平成13年平成14年平成15年平成16年平成17年
図20は介護職員数とそのうち介護福祉士の数を示したものである。介護
職員は毎年約10万人ずつ培えている。しかし、介護福祉士ではなく介護福
祉土以外の増加が大きいことがわかる。平成17年では介護福祉士は介護職
員の23.4%にすぎず、近年は23-24%前後で推移している。介護福祉士の
資格をもたない介護職員が圧倒的に多いことがわかる。
これを、施設と在宅サービスとに分けたものが図20と図21である。
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図21 施設の介槌臓只数
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図22 在宅サービスの介護職員数
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図21と図22を比較すると、介護福祉士の割合は施設で高いことがわかる。
図20にあるように、施設で働く介護職員については、毎年約l万"'2万人
削えていて、介漣稿祉士も問機に悶えている。そのため、平成12年に31.7
%であった介護福祉士の割合が平成17年には38.1%と上昇を続けている。
とはいえ、介護福祉士が40%に満たない状況というのは、介護福祉士が資
絡をもたない人と同一の労働市場を形成しているという実態を直づけるよ
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うな数字と感じられた。
他方、図22にあるように、在宅サービスに従事する介護職員は、増加が
著しいものの介護福祉士があまり増えていない。そのため、平成12年に介
護福祉士の割合は18.4%であったが、平成17年では17.7%と低下する傾向
にあり、近年はほぼ18%前後にとどまっている。
今後、介護職員数はどの程度必要なのであろうか。
表7 介護サービス対象者数の推計
平成16年平成20年平成23年平成26年 平成36年 平成42
(2004) (2008) (2011) (2014) (2024) (2030) 
要介護認 予防効果なし【A】 410 520 580 640 ー ー
定者等数 予防効果あり【B】 ー 500 540 600 ー ー
【C】 330 410 450 500 ー ー
介護保険
うち施設 80 100 100 110 ー ー
利用者数
うち在宅 250 310 350 390 ー ー
後期高齢者(75歳以上)数【D】 1. 110 1. 290 1，430 1，530 1，980 2，100 
表8 介護保険事業に従事する介護職員数(実数)の推計
平成16年 平成20年平成23年平成26年 平成36年 平成42
(2004) (2008) (2011) (2014) (2024) (2030) 
【A】のケース 127.1 141. 7 156.4 ー ー
【B】のケース 100.2 
{施設29.8)
122.2 132.0 146.6 ー ー
【C】のケース (在宅70.4) 124.6 135.9 150.8 ー ー
【D】のケース 116.4 129. 1 138.1 178.7 189.6 
表8は、 2004年の介護職員数100.2万人を基準に、表7の各推計と同じ
伸び率で培加すると想定して、必要な介護職員数を算定したものである。
9・l
これによると、「いずれの推計を使用しでも、平成20年の介離職員数は140
-155万人程度であり、今後10年間で年間平均4.0-5.5万人程度の噌加と
見込まれるJ30という。
図23 潜在的介護福祉士の状況
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人材確保の点策31のーっとしてあげられているのが「潜在的有資格者等
の参入の促進Jである。図22は、「潜在的介護福祉士j について見たもの
である。2005年9月末現在で、「潜在的介護福祉士Jが約4割もいること
に、あらためて騰かされる。表8の見通しからすれば、こうした「潜在的」
な人材が介護の現時へ復帰してくれれば、国内で十分な人材確保が期待で
きそうである。しかし、なぜ約4苫IJもの人が、と考えたとき、前述のよう
外国からの介纏労働者の受け入れ 95 
な労働条件・環境が大きく影響していると考えられ、労働条件の改善がこ
の意味でも重要であると恩われる。
4.受け入れの事例
外国から介護労働者を受け入れた現場は、具体的にはどのような状態に
なるのであろうか。ここでは、すでに外国人の介護労働者を受け入れてい
る台湾と日本の事例から考えてみたい。
ω 「先進国J台湾の事例
台湾は、 1992年に介護労働の分野に外国人労働者を導入した。台湾政府
は1990年まで、外国人家事・介護労働者の導入を否定してきたが、台湾女
性の就業を促すため、 1991年に導入を決定した。その背景には高度経済成
長と地元女性の就業の促進があったというが32、受け入れ反対の理由のー
っとして「女性の就業機会の喪失Jをあげている厚生労働省とは逆の見解
が興味深い。ここでは、安里和晃の調査・論文から、台湾での介護労働者
の受け入れの状況について、見ていく。
96 
????????????????
??
??
80∞o 
12αlOO 
10αlOO 
60α)() 
40α旧日
20∞o 
。
1992 93 91 95 96 97 98 99 2000 01 02 (年)
出所 r労働統計年報』各年
出典:安息 (2004a)09. 
図24にあるように、台湾では外国人介護労働者数は一貫して崎加してい
る。この問、経済動向の変化や外国人労働者の受け入れ政策の変更などが
あったものの、介槌労働者数は10年間で大幅に地加している。2002年で
は、家事 ・介護労働者は約120.711人で、その内訳はイ ンドネシア人67.5
%、フィリピン人17.6%、ベトナム人12.6%、タイ人2.3%となっている汽
ここでは、施設での受け入れに注目していきたい。安里によれば、 2004
年12月現在で外国人介漉労働者は約128.000人で、そのうち施設で雇用さ
れているのは約4，400人に過ぎない。しかし、台湾全土で庖用される介護
労働者の約3分の lが外国人と推定されているヘ 施設においても外国人
介護労働者の存在が大きいものになっていると推測される。
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安里は、高齢者介護施設で雇用されている外国人労働者のうち、もっと
も多いのはベトナム人、次いでフィリピン人、インドネシア人と推測する。
そこではステレオタイプな言説が流布しているという。「インドネシア人
は従順でよく働き、フィリピン人は教育程度高いが(権利に関する)意見
も多く、ベトナム人は社会主義の影響で性格が激しく逃走率が高い」とい
うものである。インドネシア人にはイスラム教徒が多く、プタ肉を食べな
い習慣を守ることなどにも言及されている35。
外国人介護労働者をどのように配置するかは、労働者の知識、経験、入
居者や家族との関係、施設の方針によって異なるという。安里のヒアリン
グ調査からは、言語がしばしば問題になっていることが推測される。「言
葉をあまり使わない決まりきった仕事(中略)は外国人に任せられるJ
「新人は言葉が通じないため最初は清掃の仕事をさせ、数ヶ月たって老人
介護の仕事が始まるJr言葉の問題があるためできるだけ(入所者の一引
用者)家族と接する機会を避けたいJ36といったものである。介護現場での
言葉でのコミュニケーションの大切さが改めて感じられる。
他方、労働者によっては、本来は看護師の仕事である配薬や疲を取るこ
となども任されているというへ外国人介護労働者の能力や経験などには
かなりバラツキがあるようである。言語能力や経験、知識などのある労働
者はかなり有能な労働者である一方、言語能力が不十分な場合には介護労
働者として働かせることもできない、という姿が推測される。
安里によれば、台湾の場合は出発前研修が形骸化していることも多く、
到着後研修も含めて、施設による取り組みに差があるようであるへ日本
の場合は六ヶ月間の日本語研修や、受け入れ要件が厳しいことから、労働
者の能力などのバラツキは台湾ほどではないと思われるものの、日本語研
修の成果などについてはしっかり検証していく必要があるだろう。
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ω 日本の事例
今回のインドネシアとのEPA発効の前から、日本でも「外国人Jを介護
労働者として受け入れている事例がある。それは、入管法上の「外国人J
として日本での就労に制限を受けることがない人たちである。
第一に、日系の移住労働者、いわゆる「日系人j である。小幡詩子は、
姑の介護で利用した「地元の3Kの老人病院Jで、 2003年の夏、日系ブラ
ジル人2名、ペル一人1名、パラグアイ人 1名、スリランカ人1名と、日
系人の介護労働者が「欠くべからざる介護マンパワーとなっているJ状況
を目のあたりにしたという 39。
小幡によれば、こうした日系人介護労働者についての正確な統計などは
ないものの、全国に数千から一万名存在すると推測されているというへ
また、介護保険開始前後に「アジア日系人支援センターJが設立され、日
系タイ人をヘルパーとして受け入れようとする動きがあった (2000年8月
に中止)ことも紹介されているへ
第二に、日本人の配偶者である。このケースについては、介護の訓練を
受けて施設で働くという、今回のEPAによる受け入れに似た就労を見るこ
とができるので、具体的な例を取り上げたい。ここでは、若林亜紀の著書
から、東京都にある老人福祉施設たちばなホームで働くフィリピン人の介
護労働者について紹介する。
若林が取材した当時、たちばなホームでは3名のフィリピン人介護労働
者が働いていた。日本人と結婚して日本に永住資格をもって住んでいるフィ
リピン人女性で、全員がホームヘルパー2級の講座を修了しているという。
施設長によると、「モデルケースとして成功させたいということで、いい
人たちを紹介してもらえた42ということもありますが、フィリピン人のヘ
ルパーは一言で言って、介護精神に富んだ人たち。優しくて裏表がなく、
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お年寄りの評判もいいJというへ実際、入所者の一人は、フィリピン人
の介護士にたいし、「とっても熱心でよくしてもらっていますよ。はじめ
は顔が違うからちょっとね、あれと思いましたけど、すぐに慣れて、気に
ならなくなりました。本当に熱心に働いてくださって。fと述べている。
金子ローデスさんは、日本に来て8年目の35歳、フィリピン人女性であ
る。『日本の主人の親Jの介護のためもあって、ホテルから介護の仕事に
転職した。介護の仕事は主に、食事と排池、入浴の介助である。他にも、
シーツ交換や薬の管理など「数限りない仕事Jがある。フィリピン人は概
して、小さい頃から家庭内の老人の世話をしており、お年寄の介護に慣れ
ているという45。
認知症の入所者にたいしても、 f個人差はあると思いますが、フィリピ
ン人ヘルパーさんは認知症の方とのコミュニケーションのとり方は上手だ
と思います。こういうときフィリピン人ヘルパーなら、『どうしたの?~
と言って手をとったり、『あちらでお話ししましょう』と言って座らせた
りするんです。『大丈夫ですよ』と抱きしめることもある。(中略)認知症
の人には理屈でなくハートで接するとうまくいくんですが、彼女たちは、
そういうのがさり気なくできています。われわれ日本人なら照れてできな
いけど、そういうコミュニケーションに慣れてるんでしょうねJ4&と施設長
は言う。介護については、施設側、入所者側の双方からの評判はよいよう
である。
しかし、介護労働者には、入居者の介護をする以外にも仕事がある。
f介護の現場では、ケアプランや栄養管理、リハビリの状況など、やるべ
きこと、ゃったことを日報に記録しなければなりません。そうでないと介
護保険からお金がもらえません。昔の介護といえば、食事や入浴や排粧の
介助といった力仕事が中心だったのですが、今や高度な日本語文章力とコ
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ンビュータ・スキルといった事務能力が必須となりました。Jと施設長は
述べているペ施設長が示してくれた実際の日報の一部は以下のようになっ
ている。
r 9: 30 安全対策(転倒防止)とケア方法 機能、 cw(ケースワー
カー)と左記について協議。まず、環境整備として介助パーの設置とポー
タブルトイレの試用を試行することを確認する。次に、立位指示バランス
強化を目的として生活レベルにおいても歩行支援実施の検討を提案する。
これについては、リハビリ評価結果やフロア体制等を各部署において協議
をしてプロセスを経た上で最終判断とする予定。主任と相談課にもその旨
を連絡する。(リハ部門)戸
この例にあるように、日報には、日常的には使わないような難しい表現
や専門用語を使う。介護労働者はこのような日報を読んだり書いたりしな
くてはならないのであるが、フィリピン人ヘルパーの金子さんは、こうし
た記録を見ていないという。最初は難しい漢字にルビをふるなど工夫をし
てみたものの、結局読まないので口頭で伝えるようになったという。「フィ
リピン人ヘルパーさんたちは、来日して十年、二十年といったベテランで、
日常会話には不自由ない人ばかりです。それでも、口で言っても、わかっ
ているように見えてわかっていないことが多いです。だから、書類は読ん
でないものとして口頭で確認し、それもわかつてないものとしてゆっくり
2度言うようにしています。それでやっとうまくいくようになりました。
これからは、名札や薬のラベルをローマ字併記にしたり、介護日報もコー
ド化して誰でも簡単に入力できるようにするなどの工夫が必要かもしれま
せん。Jと、施設の介護士は述べているぺ
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日本の介護の現場で働くには、現状では高い日本語能力が必要であるこ
とがうかがわれる。今回の受け入れに用意された六ヶ月間の日本語研修で
は、どのくらいの成果を期待できるのであろうか。現状の介護現場では、
日常会話ができても日本人の介護労働者と同じように働くのは難しいよう
に思われる。
5.外国から介護労働者を受け入れるということ
以上、 EPAによるインドネシアからの介護労働者の受け入れと、日本の
介護労働者の実態について見てきた。筆者は介護についても、外国人労働
者についても、専門的に研究をしているわけではないため、これまでのと
ころで感じたことをまとめる形で考察としたい。
。)受け入れ要件について
今回のEPAの受け入れ要件については、「ハードルが高い」という声が
聞かれる。日本人の介護福祉士の受験資格50には四年制大学の率業はない
など、日本人と比較した場合もインドネシア人の受け入れ要件は厳しいと
言えるだろう。
しかし、日本人の介護労働者に配慮をするなら、このような「高いハー
ドルJは必要であると思われた。労働者を送り出すインドネシア側にも、
受け入れる施設側にも、もっと多くの労働者が受け入れられるような「低
いハードルJを望んでいる人は少なくないようである。しかし、日本人の
介護労働者がおかれた実態を考えると、「低いハードルjでいわゆる「単
純労働者Jとして外国から介護労働者が入ってくれば、安い労働力として
日本人介護労働者と競合することになり、労働条件がますます悪くなりか
ねない。
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日本介護福祉士会の見解などにもあるように、日本には「潜在的」な有
資格者が相当いる。これは、労働環境・条件が不安定なためであると思わ
れた。つまり、介護労働が単純な人手不足ではないということを意味して
いる。そのような状態で、「単純労働者Jとして外国から介護労働者を受
け入れるなら、介護労働の労働環境・条件の整備がおこなわれる可能性は
低くなってしまう。受け入れ初期はよいとしても、長期的に介護労働者が
確保できるであろうか。労働環境・条件がよくなければ、日本で働こうと
する介護労働者も減少してしまうのではないだろうか。そのとき、より深
刻な人手不足に直面するのではないだろうか。つまり、「低いハードルJ
で「単純労働者j として介護労働者を受け入れ、人手不足を補うことは、
問題の先送りに他ならないように思われるのである。
ω 介護福祉士国家試験について
厚生労働省によると、 2008年 1月、 3月におこなわれた第20回介護福
祉士国家試験の合格率は51.3%であった。第17回は42.6%にとどまるなど、
50%を下回ることも珍しくない51。このように、介護福祉士国家試験は、
日本人にとっても簡単な試験ではない。インドネシア人の介護福祉士候補
者はどのくらい合格できるのであろうか。
前述のように、今回のEPAによる受け入れでは、インドネシア人の介護
福祉士候補者に国家試験の受験の機会は一度しかない。不合格であれば帰
国しなくてはならない。日本人と同じ条件で国家試験にのぞむということ
であれば、「単純労働者Jを定期的に受け入れるしくみになる可能性をもっ
ている。
事例から推測されることであるが、日本語能力などの面から、インドネ
シア人の介護福祉士候補者は「即戦力j とはならないようである。もちろ
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ん、研修で技能など身につけていくのであろうが、日本人介護労働者と同
等に働くことはなかなか難しそうである。そうなると、研修中は実質的に
は「単純労働者Jに近い就労になるかもしれない。
そうであれば、国家資格の取得を目指すしくみは、「単純労働者Jを生
み出すことになる。 4年間 f単純労働者Jとして介護労働に従事し、国家
試験に不合格となって帰国する。その繰り返しになるおそれがあるという
ことであるヘ
(3) インドネシア人介護福祉士の位置づけについて
インドネシア人の介護福祉士候補者が国家試験に合格し、介護福祉士の
資格を取得した場合でも、問題はないのであろうか。日本の介護の現場で
は、介護福祉士の資格をもっ人ももたない人もいる。そのような状況で、
介護福祉士の資格を取得したインドネシア人はどのような位置づけになる
のであろうか。
前述のたちばなホームで働くフィリピン人ヘルパーの金子さんに指示を
出すのは、若い日本人女性で、大卒一年目の介護福祉士であるという53。
日本人介護福祉土とインドネシア人介護福祉土は対等であるとしても、資
格をもたない多くの日本人介護労働者には経験豊かなベテランの介護労働
者もいることであろう。そうした介護労働者とインドネシア人介護福祉土
との関係はどのようになるのであろうか。
介護の現場ではすでに、新人介護福祉士と資格をもたないベテラン介護
労働者という日本人の介護労働者間の関係として論じられたり、あるいは
問題になることなく受け入れられている現象なのかもしれない。しかし、
インドネシア人介護福祉土は、日本人介護福祉士以上の「高いハードルJ
をクリアした介護福祉土である。現場での位置づけや労働条件はどうなる
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のか。インドネシア人から介護福祉士合格者が出たときに、外国人介護労
働者の受け入れは新たな課題に直面するのではないだろうか。
(4) 多様な他者との共生について
外国からの介護労働者の受け入れは、川村らが「異文化問介護」と表現
するように、日本の介護のあり方について重要な視座を与えるものである。
川村らが「異文化問介護Jという言葉を使った目的の一つには、「たとえ
家族介護であっても介護職による介護であっても、人間の差異に照射すれ
ば、異なる価値観や文化を内包する者によって営まれている相互行為であ
ることを基本的に認識できるJことがあげられているヘ
筆者もまた、今回のEPAによる介護労働者の受け入れは、多様な他者と
の共生について考えさせるものであったと思う。今後は、介護に限らずさ
まざまな分野で外国人労働者の導入が検討され、外国人労働者との共生た
めの仕組みづくりや意識の変革がますます重要となっていくであろう。し
かし、今回の介護労働者の受け入れは、単に外国人労働者との共生につい
ての視座を提供しただけではなく、多様な他者との共生、つまり、より多
くの視点から「共生」について考えさせられるものであったと考えている。
前述のように、 2008年7月にインドネシア人と日本の施設とのマッチン
グがおこなわれた。このとき、介護福祉士候補者でマッチングが成立しな
かったのは約1割であったが、看護師候補者では3割以上が不成立であっ
た。不成立であった看護師候補者は全員男性である。これは、インドネシ
アでは男性看護師が一般的であるのにたいし、日本の医療施設が女性を求
めたことが背景にありそうだと言われるヘ
インドネシアの文化、日本の文化ということだけではなく、日本人が看
護や介護をどのように考えているのか。看護という仕事や介護という仕事、
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ジェンダーなど、外国人労働者との共生にとどまらない「多様な他者との
共生Jに関連するさまざまなものが問われているように思われるのである。
おわりに
インドネシア人の看護師・介護福祉士候補者が来日し、各種の報道でそ
の様子を見た人もいるだろう。かれらは、仕事への熱意や日本へのあこが
れを感じさせる明るい顔をしていた。その顔は、日本人の介護労働者が入
職するときの顔にも重なるのではないだろうか。夢や希望をもって入職し
たかれらが短い期間で離職していく。それが日本の介護の現実である。誰
がどのように介護を担うのか。いよいよ真剣に考えなくてはならない時期
が来ている。
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39 小幡 (2005)pp1390 
40 小暗 (2005)p1430 
41 小幡 (2005)pp156-1600 
42 ヘルス・ケア・サポートハクピ社からの紹介.若林 (2007)p1610 
43 若林 (2007)p1520 
44 若林 (2007)p1560 
45 若林 (2007)pp154・1550
46 若林 (2007)p1570 
47 若林 (2007)pp157・1580
48 若林 (2007)p1580 
49 若林 (2007)pp159-1600 
50 受験資格は、 3年以上の実務経験、または、福祉系高等学校の卒業である.
108 
51 r第20回社会福祉士及び介護福祉士国家試験の合格発表についてJ
http://www.mhlw.gO.jp/houdou/2008/03/h0331・4.ht叫
52 この点は、宣も『結果的に『研修』だけで終わってしまう『四年ローテーション』
(看鑓師は三年)システムになることも十分予想される。」と指摘する。宣 (2007)
p1050 
53 若林 (2007)p1540 
54 1村 (2007)p570 
55 河北新報2008年7月19日(ジャカル夕、 18日、共同通信)
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